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研究要旨：  

災害発生時に機能する産業保健専門職の役割を体系化し、研修会を実施し、災害産業保健

を体系化し、研修を実施し、災害産業保健派遣チームを構成するために、以下の 7 つの研究

を遂行した。 
【研究１】実効性のある自治体職員への災害産業保健のための方策：自治体職員向けの災害

産業保健マニュアルを作成することができた。また、災害時の個人・組織の負担集中を見出す

ための質問紙を開発することができた。また、災害産業保健の事前協定型提供方式の協定書

ひな型を作成することができた。 
【研究２】医療機関の外部支援モデルの策定：医療機関のスタッフは受援を負担に感じること

が多いため必要な受援ニーズを収集するためのコーディネーターの先行派遣による 2 段階派

遣の重要性について検討した。 
【研究３】新興感染症に対する企業の意識調査：通常の災害に比較して医療的な情報が企業

担当者に不足していることが明確になり、情報提供型の支援の重要性が示唆された。 
【研究４】産業精神保健における災害時の支援技法と受援体制に関する文献的検討：労働者

自身によるセルフチェックと自発的な相談を支援するためのリーフレット，産業保健スタッフ向

けに支援技法の紹介資料を用意した。 
【研究５】災害産業保健マニュアルの作成～災害産業保健ニーズの収集～：災害時に産業保

健活動を実践するための事前チェックリストが開発された。 
【研究６】産業保健スタッフに対するコンピテンシー調査：「状況に応じた実践力」、「組織調整

力」、「産業保健専門職としての一貫性」のコンピテンシーカテゴリー（22 項目）が整理された。

天井効果のある 4 項目を加え 26 項目のコンピテンシー項目を一覧表が作成された。 
【研究７】災害産業保健における教育講習会の検討：上記研究成果報告を踏まえ、災害産業

保健ケースを用いたグループ討議での実践力向上の有効性が支持された。 
本研究班の最終的な目的は「災害産業保健分野の体系化」、「体系化に基づいた研修会の実

施」「災害産業保健チームの構築」である。「災害産業保健分野の体系化」については上記研

究により知識ベースの体系化をすることができた。「体系化に基づいた研修会の実施」は知識

レベルの研修会およびケースを用いた研修会いずれも受講者からの高い評価と、一定の研修

有効性が示唆された。「災害産業保健チームの構築」研修会参加メンバーのうち、26 名が継

続的な災害産業保健チームの一員として貢献できる枠組みの希望があった。研究班メンバー

19 名を加え、45 名の災害産業保健派遣チーム D-OHAT ディーオーハット（Disaster 
Occupational Health Assistant Teaｍ）が構成された。事務局は研究代表者の所属である

産業医科大学両立支援科学が担当することとなった。また、3 段階の派遣については、新型コ



ロナウイルス感染症対策で急速に発達したウェブミーティングなどの手法で、面談などはオン

ラインで対応できるようになったことから、遠隔対応の方法もあると考えられる。災害時に被災

地に入るのは容易ではなく、特に派遣メンバー候補のほとんどが企業の産業保健スタッフであ

ることを考えると、現地に入ることを所属する会社が拒否する可能性もあることから、活動内容

の幅を持たせたチームにすることで、より災害時に貢献できるメンバーが増えることが期待され

る。 
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A. 研究の背景と目的 
大規模自然災害、局地的自然災害、テ

ロリズム、工場爆発、犯罪など、その種

類は無数にあり、危機対応に従事する労

働者は、特定企業の労働者に留まる場合

から、自治体職員、医療機関や多くの企

業の労働者を巻き込んだ事態に至る場合

がある。危機に対応する労働者の健康を

確保するためには以下の要素が必要であ

る 
1. 【オールハザードモデル】災害の種

類に関わらず、企業だけでなく、国

レベル、地域レベルで、産業保健機

能を確保した統一的な基本モデル

が構築（All-hazard モデル）、 
2. 【マニュアル整備】企業や自治体で

産業保健専門職が機能するための

危機対応マニュアルが整備、 
3. 【人材育成】災害時の産業保健活動

に対応できる人材の育成 
4. 【専門機関の整備】専門的知見を有

する機関による支援機能の確保と

派遣の枠組み確立が必要である 
先行調査で、米国（豊田ら、産衛誌、

2017）および英国（高橋、産業医大雑誌、

投稿中）において、1.の要素を満たす危

機管理体制が存在することが明らかにな

っているが、日本においては存在しない。

2.に関して、時系列ごとに発生する産業

保健ニーズを想定して対応するための

「産業保健スタッフ向け危機対応マニュ

アル（以下マニュアル）」を開発した

（Tateishi S, JOEM, 2015）。熊本地震や

工場火災事故が発生したとき、一部の事

業場で活用され、その有効性が確認され

ているが（Anan T, JOEM, in press）、全

国展開されている状況とはいいがたい。

3.に関して、産業医科大学において危機

対応に関する研修会を開始しているが、

より具体的な研修内容に改善が必要であ

る。4.に関して、米国や英国においては

国家的組織が実務機能を有しているが、

日本では明確になっていない。 
そこで、本研究では、 

a. 諸外国の体制を参考に、日本の実情

に合った All-hazards モデルと産業

保健専門職の位置づけを提言するこ

と 
b. 現在存在するマニュアルをすでに

発生した事例をさらに検討すること

によって改訂するとともに、メンタル

ヘルス支援を強化すること。また、感

染症のアウトブレイクを想定したマ

ニュアルを開発すること 
c. 災害発生時に機能する産業保健専

門職の研修を強化して、全国に広げて

いく方法を検討すること 
d. 危機において専門的な支援体制の

有り方について検討し、提言を行うこ

と。その際、労働者健康安全機構など

の既存の組織の活用した派遣の枠組

みを前提とすること 
を目的とする。 
多くの産業保健スタッフが災害事象に

遭遇した経験はなく、体験したとしても

繰り返し聞き対応をすることは極めてま

れであるため、知識の集積と伝承を行う

ことが大変困難であるとされてきた。し

かしながら、本研究は災害対応について

実践された複数のケースを集積し経験者

らの中にある暗黙知を形式知に変えてい

くものであり、疑似的な経験ができるよ

うなコンテンツを多く準備することで産

業保健スタッフが災害に対するイメージ

を持ちやすくなり企業の BCP 策定に対

して貢献することが可能になる。 



さらに、自らが被災しながら地域住民の

サポートをせざるを得ない自治体職員や

医療職職員については特別な配慮が必要

である可能性が高い。また、これらの機

能不全が長引けば必要な手続きが遅れた

り慢性疾患の管理がおろそかになったり

することで結果的に企業の負担が増大す

るため、産業保健ニーズを抽出し支援ス

キームをまとめることは、周辺の企業が

本来業務に復帰することに資する。 
 

B．方法 
分担研究として、以下を行った。すべての

研究が昨年の研究に引き続きの発展的研

究である。 

【研究１】実効性のある自治体職員への災

害産業保健のための方策 

【研究２】医療機関の外部支援モデルの策

定 

【研究３】新興感染症に対する企業の意識

調査 

【研究４】産業精神保健における災害時の

支援技法と受援体制に関する文献的検討 

【研究５】災害産業保健マニュアルの作成～

災害産業保健ニーズの収集～ 

【研究６】産業保健スタッフに対するコンピテ

ンシー調査 

【研究７】災害産業保健における教育講習

会の検討  

 
C．結果 
実施された分担研究ごとの要約を以下

に記す。 

【研究１】実効性のある自治体職員への災

害産業保健のための方策 

平成 30 年度 

災害時の産業保健の発展経緯と現在の関

連知見の充足状況を確認し、自治体向け

マニュアル開発に向けての指針を得るこ

とを目的として関係文献や災害時の産業

保健活動の経験を有する専門家等へのイ

ンタビュー調査を実施した。調査の結果、

我が国において災害時の産業保健支援活

動は、東日本大震災に併発した福島第一

原子力発電所事故対応を契機として主流

化された経緯から、企業を対象とした活

動知見が相当に蓄積されていることが明

らかとなった。また、自治体職員を対象

とした産業保健活動を検討する際には、

平時からの健康管理体制の充足状況を十

分に踏まえて検討することが重要と考え

られた。調査の結果、今後、整備を進め

ようとする自治体向け災害産業保健マニ

ュアルの開発指針を以下として得た。 

A) 企業と対象として蓄積された先

進知見を自治体向けに横展開して効率的

にかつ迅速な開発を図る 

B) 実務対応を優先する主旨から 

C) 産業医向けというよりは、自治体

内の人事労務担当者を主たる対象として

簡易なマニュアル（ＳＯＰ）を開発 

D) 外来支援者の組織化と事前計画

への組み込む視点を持つ 

E) 被災組織の既存体制（産業医/健

康管理医等）との調和に十分に留意する。 

令和元年度 

実効性のある自治体職員への災害産業保

健のための方策を検討するために、自治体

職員の健康管理を行っている職員健康推

進監および保健師の参画を得てフォーカス

グループディスカッションを実施した。ディス

カッション項目は①自治体職員の健康確保

のための事前の準備、②実効性を持たせる

ための方策、③職員支援のための具体的ス

ケジュールとされた。フォーカスグループデ

ィスカッションの結果、自治体職員の健康確



保を行うためには、災害産業保健チームと

当該自治体との事前協定によるモデル事業

が必要でその準備が重要と結論され、同結

論に基づき災害産業保健チームと当該自治

体の協定文書（案）が開発された。一方、今

般の新型コロナウイルス感染症のように、災

害産業保健チーム自体が被災するような状

況（新興感染症のパンデミック）では、派遣

者の確保は困難となる可能性が高いので、

これまでにない新しい支援様式を検討する

ことが必要であることが示唆された。 

令和２年度 

大規模災害の発生時、避難所運営や被災

認定などこれまで対応したことのない業務に

取り組む自治体職員には心身に多大な負

担がかかる。地域の復興のためには自治体

職員の健康管理・産業保健体制を確立しつ

つ、地域防災計画等を履行することが重要

である。研究最終年度となる今年度は、これ

までの研究成果を活用して令和２年７月熊

本豪雨で被災した自治体職員に対する災

害産業保健支援活動を実際に実施した。ま

た、当該実支援で得た知見も踏まえて、「自

治体向け災害産業保健体制整備の手引き

（初版）」を開発した。自治体職員の以下の

特性を踏まえ、研修者の合意の得られたマ

ニュアルが作成できた。 

 住民優先 

 法令・事前計画遵守 

 災害対応・復興の前線に立つと同時に、

自らも被災している 

 常に正しい情報を出し続けなければな

らない 

 相手によって都度対応の際のトーンを

変える必要性があり、負担となる 

 地域により復旧状況に差があるなか、常

に一番被害が大きい地域への優先対

応を迫られる 

 住民のやり場のない怒りの矛先が自治

体職員に向けられる 

 弱音を吐けない 

 平時の産業保健体制整備が企業と比

較して脆弱（健康管理医の選任率等） 

また、災害時の自治体職員個人及び組織の

負担集中をチェックするための質問紙を開

発し実施した。負担のかかっている個人・組

織の負担軽減に寄与することが可能であっ

た。 

 

【研究２】医療機関の外部支援モデルの策

定 

平成３０年度 

我が国は，世界有数の自然災害大国で

ある．しかし近年，十分な準備ができていな

い地域が被災し，多大な被害となる事案が

続いている．被災地の保健医療面での復興

は，被災地内の保険医療機関が中心となっ

て支援や受援体制を整えることが期待され

ているが，自らも被災しているにもかかわら

ず，平時以上の活動を余儀なくされる自治

体職員や病院職員には，特異な産業保健

ニーズが発生すると予想される。今回は，こ

の産業保健ニーズを検討し，よりよい支援体

制案を検討する研究を計画した．今年度は，

過去の被災地内の病院や保健所で，インタ

ビュー調査を実施し，施設の被災状況，職

員の勤務に影響を及ぼした要素等について

3 か所の保健医療施設をヒアリングの上明ら

かにした．被災地の保険医療施設に生じた

事象と各機関での意見としては以下のもの

が挙げられた。 

「被災地では，通勤手段確保が問題とな

る」 

「外部支援の要請は，遅れがちになる．し

かし，水，電気，酸素，食料の確保，勤労

者確保は，早期から必要」 



「物品の送付は必要であるが，被災地の

負担を増やさないためにも，送付した物品

を整理する人員をあわせて送るべきであ

る」 

「委託職員では，被災時の就労免除事項

等をあらかじめ検討しておく必要がある」 

被災地の保健医療施設では，職員は直接

的あるいは間接的に被災者になりうる．しか

し，支援を要請することを躊躇する傾向があ

ることも明らかとなった．被災地の保健医療

機関を支援することは，その施設のインフラ

に問題がなくても必要であるが，被災地に負

担をかけない支援の仕方を選ぶ必要があり，

その方策や支援モデルについて今後の検

討が必要である． 

令和元年度 

保健医療機関が速やかに外部支援を求め，

効果的な支援を受けることができるよう

になるために，どのような体制が必要な

のかを考察した． 

被災地の保健医療機関は，外部支援要請

をためらう事が多い。①まだ実状を把握

するための情報が不足している，②事業

継続は困難だが，どのような支援を要請

すべきかを決められない，③事業継続は

困難だが，外部支援者を受け入れるとそ

の対応のために負担が増える，④支援を

要請する時期を逸したと感じている，な

どの理由であった． 

被災地にあっても様々な理由から支援を

要請することをためらうことは珍しくな

い．これは単に災害に対する知識が乏し

い，ということだけではなく，国民性あ

るいは地域性といった文化的要素の関与

も大きいと推察する．自然災害大国であ

るにもかかわらず，このような文化的要

素をもった我が国で，受け入れやすい支

援のあり方として，二段階支援を提案し

たい．第一段階として，速やかにコーデ

ィネーター派遣を要請する．このコーデ

ィネーターに求められる機能は，どのよ

うな機能あるいは物資の支援が事業継続

のために必要なのかを，受援者と共に考

えられることである．より詳細に述べる

としたら，その保健医療機関に勤務する

人々の肉体的，精神的な負担を理解でき，

被災地内外のどの組織と連携すればその

負担を減らすことができるのかを理解で

きる能力である．第二段階としては，コ

ーディネーターが必要と考えた業務を実

際に行うことができるモジュールの派遣

である．このモジュールには，その実務

を指揮する人と被災者の代わりに実務そ

のものを行うことができる人員が必要で

ある．このような二段階制をとることに

よって，被災者も支援の必要性を理解し，

支援過多を防ぎ，よりスムースな地元体

制への復旧も期待でき，支援者と受援者

のよりよい関係性を築くことが期待され

る。 

令和２年度 

災害時には，保健医療機関の職員は自ら

が被災者であるにもかかわらず平時以上の

業務負担が生じる．持続可能な復興には，

速やかに外部支援を求め，効果的な支援を

受けることができるようになることが必要であ

る．しかし，我が国ではこれまで，保健医療

機関は支援要請をためらう傾向があった．

昨年度までの考察で，効果的支援開始が遅

れることなく，また受援者側の負担が増えな

いようにするためには，二段階支援が有効

ではないかという結論（「二段階支援モデ

ル」の提唱）に至った．今年度は，この二段

階支援を有効におこなうためには，どのよう

な準備が必要かを考察した． 

「二段階支援モデル」の概要． 



第一段階は，被災あるいは被災地に近い保

健医療機関（この項では両者をまとめて被

災地内保健医療機関とする）への，コーディ

ネーター派遣である．要請を待たず，迅速

に派遣する．コーディネーターに求められる

機能は，現状把握，どのような機能あるいは

物資の支援が事業継続のために必要なの

かを，受援者と共に考えることである． 

第二段階は，コーディネーターが必要と考

えた業務を実際に行うことができるモジュー

ルの派遣である．このモジュールには，その

実務を指揮する人と被災者の代わりに実務

そのものを行うことができる人員が必要であ

る． 

このような二段階制をとることによって，支援

の開始の遅れや支援過多を防ぎ，よりスム

ースな地元体制への復興も期待でき，支援

者と受援者のよりよい関係性を築くことが期

待できる． 

 

【研究３】新興感染症に対する企業の意識

調査 

平成 30 年度 

企業における新興感染症に対する意識を

明らかにする。今回新興感染症の危機対

応を行う事が想定される医療機関に赴き、

新興感染症などの危機対応に従事する労

働者の体制について聴取を行った。 

２つの医療機関において調査を行った。

医療機関において、新型インフルエンザ

等特別措置法によって業務継続計画が作

成されているものの、新興感染症が発生

した場合の対応については、新興感染症、

再興感染症として発生する感染症の種類

が多岐にわたるため、個別の感染症に対

して具体的な体制整備が行われていない

のが現状であった。 

新興感染症が発生した場合に、感染症対

応に対する不安、感染患者への対応業務

に対する拒否感、疑似症への対応での疲

弊など、医療機関という事業所が直面す

る問題が明らかになった。 

 医療機関における新興感染症対応の業

務継続計画の作成状況とスタッフが実際

に新興感染症に対応する状況になった場

合の現実に直面した場合の不安を聴取に

基づいて、 

A) 新興感染症は未知の感染症とし

ての対応が必要になる 

B) 新興感染症の場合、感染様式や致

死率など不明であることが多い、このた

め、十分な感染症対策が必要になる 

C) 新興感染症に対する業務継続計

画は、新型インフルエンザ等特別措置法

に基づく業務継続計画のみであり、多く

の場合、個別の新興感染症対策の策定は

困難な状況である。 

 新興感染症発生時に、心理的負担や不

安を軽減させるために、リスクコミュニ

ケーションに関係する項目、未知の感染

症が発生した際の対応トレーニングが必

要と考えられる。 

令和元年度 

2020 年 2 月 ご ろ か ら 我 が 国 で も

SARS-CoV-2 の流行が発生したが、災害産

業保健マニュアルにおける産業保健ニー

ズの発生の項目、時期、対応方法につい

て検証を行った。企業の産業医をしてい

る本研究班のメンバーにより災害産業保

健マニュアルと照らし合わせて、自身の

企業での発生状況を確認の上、その差異

の収集を行った。収集されたデータをも

とに、研究者集団（TS、MK、IY、MJ、YT、

KM、KK）にて、ZOOM を用いた WEB 会議で

2 時間のディスカッションを行い新興感

染症の際の産業保健ニーズへの対応方法



について検証を行った。2020 年 3 月時点

で、以下のマニュアルに改訂される 8 つ

の提案事項が抽出された。①フェーズ 0

（P0）感染拡大準備期の設定について、

②感染期に備えた衣食住の準備の必要性

の明記、③生物学的ハザードおよび特定

危険行為の確定、④有症状者や濃厚接触

者が出勤せず周囲に感染させないための

仕組みづくり、⑤ボトルネック資源の確

保、⑥易感染性など影響を受けやすい職

員の安全確保、⑦急遽テレワークをせざ

るを得なくなった職員の健康障害防止お

よび生産性の確保、⑧対策本部への提言

を行うためのポジション確保。 

新興感染症と大規模災害においては、発

端国での発症状況を見て予見的に準備で

きる可能性が高く、通常の災害の場合と

フェーズの進み具合に差異があることが

示唆された。次年度以降の新興感染症で

の産業保健ニーズの発症状況を鑑みて、

新興感染症用の災害産業保健マニュアル

の作成を目指す。 

令和 2 年度 

今回新興感染症の危機対応を行う事が想

定される企業に対して、新興感染症などの

危機対応に従事する労働者の体制につい

てアンケート調査を行った。 

九州内の企業においてアンケートを送付し

て調査を行った。感染症クリニカルマネジメ

ントは特殊性があり、マネジメントは困難であ

る。 

• 原因となり病原体が目に見えない、

知らない間に伝播する。 

• 潜伏期の問題があり、化学物質な

どと異なる、すぐに症状が発現しな

い。 

• 必ずしも診断が容易ではない。症

状が発熱、呼吸器・消化器症状な

どであり特異的でない 

このことから、感染症危機管理が困難であ

る。 

新興感染症・再興感染症はさまざまであり、

今回のコロナ禍に限らず、今後も新たな感

染症の世界的な流行のリスクがある。この点

から、感染症危機管理が非常に重要で有、

感染対策を実施して、感染拡大を抑制し被

害を最小限にする事が重要である。 

この点をふまえて、新興感染症や再興感染

症に対する備えを行っているかの問題点を

企業に質問を行って、問題点を抽出した。 

新興感染症についての事業継続計画を策

定しているかと言う問いには半数以上が策

定していない状況であり、新型インフルエン

ザウイルス感染症や新型コロナウイルス感染

症など各々の疾患で場当たり的に対応して

いる現状が想定された。策定された事業継

続計画は、感染対策の専門家に相談が、ど

こを窓口にするのが良いのか、困難であり、

気軽に相談できる感染制御の専門家のニー

ズを満足するように感染症、感染制御の専

門家へのアクセスを増やす様にするのが良

いと考えられた。感染症危機管理が可能な

専門家の要請が急務であると考える。新型

コロナウイルス感染症対策については、経

過中に新規厚生労働科学研究班が立った

ことから今回は検討から外した。 

 

【研究４】産業精神保健における災害時の

支援技法と受援体制に関する文献的検討 

平成 30 年度 

本研究では，主として既に確立された技

法の文献的検討を通じて，災害時等にお

ける 心理的支援について検討した。被

災者は，重大な心的外傷体験を経ており，

一時的な不眠や不安等の急性ストレス反

応が示される。急性ストレス反応の多く



は正常かつ適応的であることが知られ，

これらの反応に過度に焦点化した支援は，

むしろ，その後の心的外傷後ストレス障

害等への発展を助長する危険が指摘され，

一律かつ画一的な心理的支援は望ましく

ない。災害等における心理的支援として，

Psychological First Aid（PFA）が 国

際的に推奨されているが，被災者でもあ

る産業保健スタッフが，PFAの全般を担う

ことは現実的ではなく，労働者（被支援

者）との関わりやアセスメント技法等，

一部の応用にとどまると考えられる。一

方で，災害時等においても，リスク要因

を同定，除去するハイリスクアプローチ

にとどまらず，個人と組織の対処資源・

レジリエンスに着目した BASIC Ph多重ス

トレスコーピングモデルに基づく支援も

有用と考えられる。ただし，いずれの技

法においても，個々の労働者，集団に応

じた対応が求められており，混乱の渦中

にある緊急時にマニュアルを参照するだ

けで，支援を展開することは困難である

と考えられる。平時からの計画的な心理

教育を通じて，対処資源の整理，検討を

行い，資源に応じた緊急時の支援等を計

画化しておくことが望ましい。 

令和元年度 

本研究では，既存の確立された技法から，

産業保健スタッフにおいても応用可能な支

援技法を整理するとともに，昨年度の文献

的検討が不十分であった新興・再興感染症

に関する知見を検討した。Psychological 

First Aid（PFA）や Mental Health First Aid

（MHFA），BASIC Ph 多重ストレスコーピング

モデル等の支援技法は，いずれも，緊急時

の対応に関する示唆が含まれるが，完全に

踏襲することは難しい。むしろ，平時の準備，

啓発・教育への応用が期待されると考えられ

る。産業保健スタッフは，これらの技法の実

践者としてよりも，事業場や労働者の情報に

精通している利点を活かした支援ニーズの

収集と整理に加え，外部の支援機関との連

携に関する役割が大きいことが示唆された。

また，これらの連携を図る上でも，平時にお

いて，支援機関を確保し，ICT 等の活用によ

り，効率化と体系化を図り，啓発，研修等を

通じて，事業場内の受援体制を整えることが

望まれる。 

令和 2 年度 

本研究では，主として既に確立された技法

の文献的検討を通じて，災害時等における

心理的支援について検討した。被災者は，

重大な心的外傷体験を経ており，一時的な

不眠や不安等の急性ストレス反応が示され

る。急性ストレス反応の多くは正常かつ適応

的であることが知られ，これらの反応に過度

に焦点化した支援は，むしろ，その後の心

的外傷後ストレス障害等への発展を助長す

る危険が指摘され，一律かつ画一的な心理

的支援は望ましくない。災害等における心

理的支援として，Psychological First Aid

（PFA）が国際的に推奨されているが，被災

者でもある産業保健スタッフが，PFA の全般

を担うことは現実的ではなく，労働者（被支

援者）との関わりやアセスメント技法等，一部

の応用にとどまると考えられる。一方で，災

害時等においても，リスク要因を同定，除去

するハイリスクアプローチにとどまらず，個人

と組織の対処資源・レジリエンスに着目した

BASIC Ph 多重ストレスコーピングモデルに

基づく支援も有用と考えられる。ただし，い

ずれの技法においても，個々の労働者，集

団に応じた対応が求められており，混乱の

渦中にある緊急時にマニュアルを参照する

だけで，支援を展開することは困難であると

考えられる。平時からの計画的な心理教育



を通じて，対処資源の整理，検討を行い，資

源に応じた緊急時の支援等を計画化してお

くことが望ましい。産業保健スタッフは，これ

らの技法の実践者としてよりも，事業場や労

働者の情報に精通している利点を活かした

支援ニーズの収集と整理に加え，外部の支

援機関との連携に関する役割が大きいこと

が示唆された。また，これらの連携を図る上

でも，平時において，支援機関を確保し，

ICT 等の活用により，効率化と体系化を図り，

啓発，研修等を通じて，事業場内の受援体

制を整えることが望まれる。これらの知見を

整理し，本研究では，労働者自身によるセ

ルフチェックと自発的な相談を支援するため

のリーフレット，産業保健スタッフ向けに支援

技法の紹介資料を用意した。また，発災後

に円滑な支援を展開するために，平時から

求められる啓発，研修，体制整備を推進し，

事業場内で整えるべき受援体制について整

理した。 

 

【研究５】災害産業保健マニュアルの作成～

災害産業保健ニーズの収集～ 

平成 30 年度 

先行研究により作成された「産業保健ス

タッフ向け危機対応マニュアル（以下マ

ニュアル）」は、危機時に生じうる産業保

健ニーズを網羅的が掲載されており、種

類にかかわらず多くの危機事象に応用可

能と考えられる。しかし，職場における

産業保健スタッフの職種や人数，その役

割はさまざまであり，危機事象の種類や

規模によって生じるニーズも異なるため，

本危機対応マニュアルに記載されていな

い産業保健ニーズが発生する可能性があ

る。 

新たな危機事態対応事例で発生した産業

保健ニーズを調査して、マニュアルの改

訂を行った。対象となった事例は、対象

となった事例は、熊本地震において製造

設備が壊滅的な影響を受け、操業再開に

向けて大きな困難が生じた事例であり、

企業施設内での人的損害は発生していな

い。調査事例では、全フェーズを通して

58 個のニーズが挙がり、そのうち新たな

産業保健ニーズは７つであった。その結

果をもとに、ニーズを追加するなどの改

訂を行った。 

今後発生しうる危機事象にマニュアルが

活用されるために、マニュアルの周知が

重要であるとともに、マニュアルの配布

方法の工夫の検討やマニュアルの継続的

な改訂を行っていく必要であると考えら

えた。 

令和元年度 

前年度に改訂を行った「危機対応マニュア

ル（以下、マニュアル）」の収載ニーズに対

応するために必要な事前準備を明確にし、

産業保健スタッフが自律的に災害に備える

ことができるためのツールを作成することを

目的とした。マニュアルの産業保健ニーズリ

ストに収載されている 107 のニーズ一つひと

つに対して、必要と思われる事前準備項目

について研究班メンバーでブレインストーミ

ングを行った。そして、列挙された事前準備

項目を KJ 法によりカテゴリー化した上で、各

事前準備項目を満たすためのアクションフレ

ーズを作成しアクションチェックリスト案を作

成した。アクションチェックリスト案は、立石ら

が 2013 年に作成した既存の「災害に備える

ための事前準備チェックリスト」3,4)との整合

性も確認した。さらにアクションチェックリスト

案は研究班会議で議論され、最終的に 5 カ

テゴリー、30 項目から成る事前準備アクショ

ンチェックリストを作成した。 

本事前準備アクションチェックリストを用いる



ことで、災害に備えて、必要な事前準備を洗

い出し、優先順位をつけて改善策を検討し

ていくことが可能になると考えられる。 

令和 2 年度 

危機事象に際して、労働者の健康と安全を

確保しするためには、産業保健スタッフが、

時間経過とともに変化していく健康課題に

対して、優先順位をつけて予防的介入を行

っていく必要がある。そのような対応を支援

するために、危機対応マニュアルが作成さ

れ、活用されているが、危機事象発生時の

対応の実効性をさらに高めるためには、併

せて十分な準備が行われていることが必要

と考えられた。そこで、先行研究によって作

成された事前準備チェックリストについて、

危機対応マニュアルで示された知見を利用

して改訂を行った。 

危機対応マニュアルの産業保健ニーズリスト

に収載されている 107 のニーズ一つひとつ

に対して、「災害時にそのニーズに対して円

滑に対応するための事前準備として何が必

要か」という観点から、必要と思われる事前

準備項目についてそれぞれ付箋に記載し、

コーディングした。次に、KJ 法によりカテゴリ

化して、中項目を作成した。そのうえで、準

備項目に対するアクションフレーズ（AP）を

作成し小項目とした。また、先行研究の事前

対策チェックリストの内容から、必要なアクシ

ョンを追加し、事前準備チェックリストを改訂

した。５つの中項目、30 項目のアクションフ

レーズから成るチェックリストが完成した。中

項目は、(1)災害発生後の組織体制・仕組み

づくり、(2)産業保健スタッフの体制・仕組み

づくり、(3)シナリオ作成・訓練、(4)健康障害

ハイリスクグループの想定とアプローチ方法

の検討、(5)外部資源とのネットワーク構築か

ら成る。産業保健スタッフは、本アクションチ

ェックリストを用いて、企業内や事業場内で

災害や事故などの危機事象が発生した際に

想定される産業保健ニーズに対して、必要

な事前準備事項を洗い出し、優先順位をつ

けて改善策を検討し、関係者に働きかけて

いくことが望まれる。 

 

【研究６】産業保健スタッフに対するコンピテ

ンシー調査 

平成 30 年度 

本研究の全体目的は、災害発生時に緊急

作業や復旧・復興作業に従事する労働者の

安全健康確保を図るための産業保健専門

職に必要なコンピテンシーを明らかにするこ

とである。1 年目の本年度は、文献レビュー

による既存の知見の整理と熊本地震で被災

した事業場に所属する産業保健専門職へ

のインタビュー調査を実施した。文献レビュ

ーは、国内で実施された災害支援活動（健

康危機管理を含む）に関する文献から、専

門職のコンピテンシーを明らかにし、災害時

における産業保健専門職に必要なコンピテ

ンシーを検討するための基礎資料を整理す

ることを目的とした。インタビュー調査は、産

業保健専門職が自身の経験に基づき、その

経験を通じてとらえた災害時における産業

保健専門職に必要なコンピテンシーを明ら

かにすることを研究目的とした。 

国内では災害時の産業保健専門職のコン

ピテンシーについて述べている文献はなか

ったため、災害対応を行う医療保健専門職

のコンピテンシーについて 10 文献を抽出し

て分析した。災害時に災害対応を行う保健

専門職のコンピテンシーとして、 

 対象集団・組織の安全・健康課題を適

切にアセスメントする 

 状況に合わせて必要な支援を柔軟に提

供する 

 専門職としての信念や価値観に基づい



た役割を遂行する 

 必要な情報を的確に収集し、発信する 

 チームとして連携しながら体制を整備す

る 

 回復・復興を支援する 

 支援者支援に携わる 

の 7 つがあげられた。 

熊本地震での経験を通じた産業保健専門

職のインタビュー調査では、7 名の対象者に

インタビューガイドを用いた半構造化面接を

実施した。7名の産業保健専門職から、災害

発生時から復旧・復興に至るフェーズに応じ

た産業保健の実践について語りを得た。災

害時には時間の経過とともに変化する事業

場の産業保健課題やニーズがあることが明

らかになった。これらの課題やニーズに対し

て、法令順守を基盤に日頃からの産業保健

活動で構築された信頼関係や産業保健部

門の位置づけに応じて、柔軟な対応が実践

されていた。これらの行動の背景には、産業

保健専門職としてのスタンスや価値観が影

響していることが示唆された。引き続き、災

害時に必要な産業保健専門職のコンピテン

シーを明らかにしていく必要がある。 

令和元年度 

本研究の全体目的は、災害発生時に緊急

作業や復旧・復興作業に従事する労働者の

安全・健康の確保を図るための産業保健専

門職に必要なコンピテンシーを明らかにす

ることである。昨年度(1 年目)は災害時の保

健医療職のコンピテンシーに関する文献レ

ビューと、熊本地震で被災した事業場に所

属する産業保健専門職へのインタビュー調

査を実施した。2 年目の本年度は、インタビ

ュー調査の質的分析と質的研究の知見に

基づく質問紙調査にて、産業保健専門職が

とらえる災害時に必要なコンピテンシーを明

らかにすることを研究目的とした。 

インタビュー調査では、8 名の対象者に半構

造化面接を実施し、災害発生時から復旧・

復興に至るフェーズに応じた産業保健の実

践について語りを得た。データ分析の結果、

29 のサブカテゴリ、9 つのカテゴリが抽出さ

れた。災害時の産業保健専門職に必要なコ

ンピテンシーとして「災害によって生じる健

康への影響を総合的に把握して本質を見抜

く」「時間経過とともに変わる状況を適切に

把握しながら業務の優先順位をつける」「自

身の安全や健康を確保しつつ、できることか

ら取り組み始める」「状況に柔軟に対応しな

がら効率的な方法を工夫し産業保健実践を

継続する」「産業保健チームとして各々の役

割を発揮できるよう環境を整える」「災害時に

おける組織内での産業保健部門の立ち位

置を調整しネットワークを活用する」「産業保

健専門職の基盤となる個人特性を備え持

つ」「社員や会社との信頼関係を築く」「災害

時の経験を今後の産業保健実践につなげ

る」が明らかになった。 

質問紙調査では、郵送法を用いた無記名自

記式調査を実施した。日本産業衛生学会の

産業衛生専門医、指導医ならびに産業保健

看護専門家制度の上級専門家、専門家、あ

わせて 1,117 名に対して調査票を配布し、

334 通(回収率 29.9%)返送があった。このうち

「災害対応経験あり」と答えた 97 名を分析対

象とした。探索的因子分析の結果、因子負

荷量が低いなどの理由で 7 項目が除外され、

残りの 22 項目について、最尤法を用いプロ

マックス回転にて分析した。3 因子が抽出さ

れ、第 1 因子＜組織調整力＞、第 2 因子＜

状況に応じた実践力＞、第 3 因子＜産業保

健専門職としての一貫性＞と命名された。 

質的・量的側面から検討された災害時に必

要な産業保健専門職のコンピテンシーは、

刻一刻と状況が変わる災害発生時から復



旧・復興期までの長期的な視座を持つ、産

業保健専門職としての基盤となる職業倫理

観や価値観をも包括した幅広い概念から構

成されていた。今後は、このコンピテンシー

に基づく教育プログラムの開発や実践評価

指標などの活用が期待される。 

令和 2 年度 

 本研究の全体目的は、災害発生時に緊急

作業や復旧・復興作業に従事する労働者の

安全・健康の確保を図るための産業保健専

門職に必要なコンピテンシーを明らかにす

ることである。1 年目である平成 30（2018）年

度は災害時の保健医療職のコンピテンシー

に関する文献レビューと、熊本地震で被災し

た事業場に所属する産業保健専門職への

インタビュー調査を実施した。2 年目である

令和元（2019）年度は、インタビュー調査と

質問紙調査にて、産業保健専門職がとらえ

る災害時に必要なコンピテンシーを明らか

にした。最終年度である令和 2（2020）年度

は、これらの研究の結果から、災害時に必

要な産業保健専門職のコンピテンシーを整

理し、教育研修や自己啓発等で活用可能な

教材としてのコンピテンシーリストの開発を

研究目的とした。 

インタビュー調査では、8 名の対象者に半構

造化面接を実施し、災害発生時から復旧・

復興に至るフェーズに応じた産業保健の実

践について語りを得た。データ分析の結果、

29 のサブカテゴリ、9 つのカテゴリが抽出さ

れた。質問紙調査では、郵送法を用いた無

記名自記式調査を実施した。日本産業衛生

学会産業衛生専門医、指導医ならびに産業

保健看護専門家制度の上級専門家、専門

家、あわせて 1,117 名に対して調査票を配

布し、334 通(回収率 29.9%)返送があった。こ

のうち「災害対応経験あり」と答えた 97 名を

分析対象とした。探索的因子分析の結果、

因子負荷量が低いなどの理由で 7項目が除

外され、残りの 22 項目について、最尤法を

用いプロマックス回転にて分析した。3 因子

が抽出され、第 1 因子＜組織調整力＞、第

2 因子＜状況に応じた実践力＞、第 3 因子

＜産業保健専門職としての一貫性＞と命名

された。 

質問紙調査で明らかになった3因子22項目

のコンピテンシー項目をもとに、「状況に応じ

た実践力」9 項目、「組織調整力」10 項目、

「産業保健専門職としての一貫性」3 項目、

そして、因子分析において因子負荷量等か

ら削除した7項目のうち、項目分析で天井効

果を示していた 4 項目を加え、合計 26 項目

のコンピテンシー項目を一覧にし、現在の

自分自身のコンピテンシーを自己評価でき

るよう 5 段階評価としコンピテンシーリストを

作成した。 

コンピテンシーリストの活用場面として、災害

に備えて自己研鑽の資料として自己のコン

ピテンシーのレベルを確認すること、また、

災害時に自己の対応や実践を振り返る資料

としての活用が想定できる。本研究の知見

が、災害時に高いパフォーマンスを生み出

す産業保健専門職の現任教育ツール等を

はじめとして広く活用されることを期待する。 

 

【研究７】災害産業保健における教育講習

会の検討 

平成 30 年度 

様々な災害において、特定の企業、自治

体職員あるいは医療機関が危機対応する

が、それぞれが危機対応に従事する労働

者の災害対応マニュアルや教育訓練はな

い。今回は、各団体の状況を把握し、ど

のような教育訓練を行うのが既存の研究

を含めて検討した。 

 MAT、DHEAT, JMAT及び DPAT等の災害支



援団体は被災民に対応等に追われる。そ

れぞれの団体は、災害対応の訓練はする

が、受援機関で労働する労働者の健康確

保策に関する研修プログラムは存在せず、

また、派遣される支援スタッフも労働者

でありながら、緊急対応時のそれぞれの

自らの産業保健や健康確保策に関して教

育をされていなかった。災害産業保健の

在り方として、既存の組織との共通言語

を持ち同じ目線で労働者保護を行うこと

の必要性が示唆された。 

令和元年度 

企業、自治体職員あるいは医療機関の災

害対応に対する災害産業の教育プログラ

ムの具体的な方法を検討した。産業医学

的な視点がないところから、現在作成し

ている災害産業保健マニュアルに沿った

もの、並びに災害時にほとんどの場合に

発生するメンタルヘルスに対応するべく、

受援者及び支援者に対するメンタルヘル

スの講義を行うことを議論した。さらに、

災害時における産業保健専門職に必要な

コンピテンシーを考慮したその上で机上

訓練を行う。 

令和 2 年度 

 2021 年 1 月 31 日 13 時半から 2 時間に

かけて、9つの内容の成果に関してそれぞ

れ約 10 分ずつ発表を行った。9 つの演題

は次のごとくである。 

1.災害時に産業保健職が果たす役割、産

業保健マニュアル（立石） 

2.災害時の産業保健事前準備、事前準備

アクションチェックリスト（森） 

3.災害時に求められる産業保健職のコン

ピテンシーについて（吉川） 

4.自治体職員の産業保健（劔） 

5.災害時の既存チームの役割と産業保健

チームの連携～（久保） 

6. 災害時のメンタルヘルス（セルフチェ

ック、スクリーニングから面談技法）（真

船） 

7. 医療機関の災害時の産業保健（中森） 

8.新興感染症発症時の産業保健の考え方

（鈴木） 

9.災害時のリスクコミュニケーション

（放射線教育と不安の関係性から）（岡

﨑） 

本研修会には 61名の参加があった。本

研修会の満足度等に関するアンケートを

行ったところ 39名から回答があった。研

修会に対し、満足度は 89.7％、「学びたい

ことや期待と一致していた」には 87.1％、

本プログラムの継続に関しては 97.4％と

それぞれ高い評価を得た。「良かった講

義」として回答されたのは、平均

70.7±12.0％（51.3−79.5％）であった。 

2時間休みなく続けたことや、資料がない、

スライドが一致しないなど運営上の不備

の指摘もあったが、「参考になった」、「ま

た参加したい」、「新たな災害産業保健ト

レーニングコースが始めて欲しい」とい

う好意的な意見もあった。 

グループ討議では成果報告会のテーマ

に沿った参加者の回答が得られた。グル

ープ討議終了後は、知識、意欲の向上が

見られ、一定の成果があったと考えられ

る。 

 

 
D. 考察 
（ア）分担研究の内容整理 

7 つの研究が実施され、それぞれの関係

性は以下のとおりである。 
1. 【オールハザードモデル】 

研究１・研究２において災害時に

とくに脆弱な労働者となる自治体



職員と医療機関の職員にフォーカ

スし調査を行った。自治体職員にお

いては、健康確保を行う専門人材が

不足していることから、特に外部支

援チームが機能することが示唆さ

れた。医療機関においては同じ医療

職からの受援希望が出にくい可能

性が高く、災害派遣コーディネータ

ーなどを初回派遣しニーズに基づ

いた専門人材の派遣の方向性が示

唆された。 
 通常の災害のみならず新興感染

症の対応について、研究３において

企業ヒアリングが実施された。企業

からは自らの具体的な対応につい

て不安があるので感染症に対応で

きる専門人材の派遣について期待

が挙げられていた。 
2. 【マニュアル整備】 

３種類のマニュアルが整備され

た。 
研究５において、企業向けのマニ

ュアルが改訂され、災害事前チェッ

クリストが整備された。災害におい

ては、迅速でできる限り正確な情報

収集を行い、適切な人材による評価

が行われ、企業等における意思決定

ができる体制があることで労働者

の健康は確保される。今年度の成果

として事前チェックリストが作成

され公表されたことは意義深い。 
研究１において、自治体で産業保

健専門職が機能するための危機対

応マニュアルが整備された。自治体

職員は自らが被災しながらも、被災

住民の対応をするという稀有の存

在である。その特異的な心理的負担

のみならず、通常の災害時の健康リ

スクの評価と対応ニーズについて

整理された。具体的な災害支援（人

吉球磨地区の豪雨災害）においては、

負担感の大きい部署や個人を見出

すための質問紙が整備できたこと

で、今後の災害時の負担集中を防ぐ

ことが可能になると考えられる。ま

た、事前協定型の組織間の協定書の

ひな型を作成し完成させた。 
研究４において支援者向けメン

タルヘルス対応マニュアルが整備

された。当初はセルフケア資料の作

成が分担課題であったが、産業保健

スタッフが直接的に労働者と面接

等を行う可能性が高いことから、支

援者向けの対応の留意事項を整理

した。段階的な支援の方策として

「安定化」「睡眠衛生」「相談勧奨」

「保健指導」「受診勧奨」を示し、

活動応用性を高めた。 
3. 【人材育成】 

 研究６において、災害時に企業・

労働者に貢献できるコンピテンシ

ーを整理した。コンピテンシーの能

力を高めるための研修の整備が必

要であることが示唆された。 
 研究７においては、研究班の成果

を発表し災害産業保健の知識レベ

ルの向上を目指した。プログラム自

体は高評価であったが知識レベル

の向上を図った。別途、災害のモデ

ルケースを作成し、グループワーク

を用いたディスカッションを行い、

災害対応可能な人材育成に寄与し

た。研修により一定の知識を向上さ

せる効果と、自組織及び他組織に貢

献したい気持ちを向上させる効果

があったものと考えられた。有効性



のある研修コンテンツが作成され

たので今後の展開が期待される。 
4. 【専門機関の整備】 

専門的知見を有する機関による

支援機能の確保と派遣の枠組み確

立が必要である。専門機関は今回の

研究班メンバーがすでに専門的知

識と支援実績があることから今回

の研究班を中心とした支援組織を

構築した。外部支援チーム D-OHAT
デ ィ ー オ ー ハ ッ ト （ Disaster 
Occupational Health Assistant 
Teaｍ）は、既存の住民支援の災害

派遣チームである DMAT のロジス

ティックチームや保健所との協働

モデルがふさわしいと考えられた

（図１）。事務局を産業医科大学両

立支援科学内に設置し、企業及び地

方自治体からの要請に応えて対応

できる専門人材を研究７の２で実

施されたグループワーク参加者の

中から 26 名確保した。 
 
 今年度の研究成果を踏まえたうえで災

害産業保健派遣チームのリーダー養成研

修プログラムを実施した。 

前年度までの検討では、以下のような研

修プログラムを検討していた。 

1. 災害産業保健総論（1時間・座学） 

2. 災害対応のための産業保健スタッフ

のコンピテンシー（産業保健スタッフ

の災害時の在りかた）（30分） 

3. 災害時の産業保健ニーズ（1時間・座

学） 

4. 災害時における感染症対策（30 分・

座学） 

5. 職種別（工場・医療機関・地方公共団

体など）の災害時の産業保健ニーズの

特徴（30分・座学） 

6. 災害時のメンタルヘルス対策・カウン

セリング手法（1時間・座学およびロ

ールプレー） 

7. 災害産業保健ケースメソッド（シミュ

レーション）（3時間・実地） 

8. BCP に産業保健ニーズ対応を盛りこ

む手法の検討（1時間・実地） 

しかしながら、2020 年度の新型コロナウ

イルス感染症の広がりを受け、対面方式

での研修会が困難となりウェブ形式で研

修会を実施せざるとえなくなった。ウェ

ブ形式の研修会は、せいぜいブレークア

ウトセッションでのグループワーク程度

しか実施できないこと、画面の前にずっ

と座っていることが必要で、疲労が蓄積

しやすいことなどからミニマムな形で実

践せざるを得ない状況が発生した。した

がって、①組織調整力、②状況に応じた

実践力、③産業保健専門職としての一貫

性を向上させるプログラムとして今年度

の研修を実施した。 
 
本研究班の最終的な目的は 
I. 災害産業保健分野の体系化 
II. 体系化に基づいた研修会の実施 
III. 災害産業保健チームの構築 
の 3 つである。 
これらについて順番に考察を行う。 

I. 災害産業保健分野の体系化 
 災害産業保健という分野は本研究班が

立ち上がるまではあいまいとした分野で

あり、災害産業保健を学ぶためにどのよ

うなステップを踏めばいいか不明確でつ

かみどころのない状況であった。本研究

班の成果として、①災害産業保健のニー

ズリスト（マニュアル）を改定し実践実

装し効果を確認できたこと、②ニーズリ



ストを実践するための準備すべき事項

（アクションチェックリスト）を整備で

きたこと、③災害産業保健を実践するた

めのコンピテンシーリストが作成された

こと、④医療機関における災害産業保健

での 2 段階派遣の方法論を検討できたこ

と、⑤新興感染症における企業担当者の

不安を整理することで相談窓口等の重要

性を検討することができたこと、⑥自治

体職員向けの対応について災害産業保健

チームが実装され一定の効果が示された

こと、⑦メンタルヘルス対策として災害

時に必要な要素が抽出できたこと、が挙

げられる。また、これらの知識ベースの

ものを次項目に挙げる研修会の実践とい

う形に落とし込むことができたため、十

分体系化できたものと考えらえれる。ま

た、新型コロナウイルス感染症について

は、すでにほかの厚生労働科学研究の研

究班が構成されており次年度以降も新た

な研究班が構成されることが確定してい

る。当研究の研究分担者らも研究班メン

バーとして構成されていたことから、こ

れ以上の検討は他班の検討に譲ることと

した。 
 
II. 体系化に基づいた研修会の実施 
 研修会は知識レベルの研修会および実

習による研修会いずれも受講者からの高

い評価と、一定の研修有効性が示唆され

た。研修会開催日は 2021 年 1 月 31 日で

新型コロナウイルス感染症による緊急事

態宣言下であったにもかかわらず、多く

の関心のある参加者の参集が可能であっ

た。参加者は学びたいものと一致するの

みならず、対応の自信が付いたこと、自

他の組織への災害時への産業保健対応の

貢献希望が改善したことは、知識レベル

の背景が十分についたことに加え、この

ような研修会で同じような考えを持つ集

団とかかわりを持つことでモチベーショ

ンが触発されることも一因であると考え

られた。継続的な研修会の母体が必要で

あると考えられた。 
 
III. 災害産業保健チームの構築 
 研修会参加メンバーのうち、26 名が継

続的な災害産業保健チームの一員として

貢献できる枠組みの希望があった。研究

班メンバー19名を加え、45名の災害産業

保健派遣チームD-OHATディーオーハット

（ Disaster Occupational Health 

Assistant Teaｍ）が構成された。事務局

は研究代表者の所属である産業医科大学

両立支援科学が担当することとなった。

また、3段階の派遣については、新型コロ

ナウイルス感染症対策で急速に発達した

ウェブミーティングなどの手法で、面談

などはオンラインで対応できるようにな

ったことから、遠隔対応の方法もあると

考えられる。災害時に被災地に入るのは

容易ではなく、特に派遣メンバー候補の

ほとんどが企業の産業保健スタッフであ

ることを考えると、現地に入ることを所

属する会社が拒否する可能性もあること

から、活動内容の幅を持たせたチームに

することで、より災害時に貢献できるメ

ンバーが増えることが期待される。 

 

 
E. 結論 
 災害産業保健について、災害産業保健分

野の体系化、体系化に基づいた研修会の

実施、災害産業保健チームの構築、の 3 点

について研究班の成果物として報告した。

来るべき、南海トラフ地震などの際に実際に



活動できるよう、研究班が終了した後も継続

的な研修会の開催や、研究班メンバーのメ

ンテナンスなどが必要であると考えられる。 
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図１．災害支援モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


